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顧客を守る！ ▶顧客の生活を支える 災害時に顧客へ必需品や必要なサービスを提供する 

022 
顧客から回収した不要衣類を 

資源循環した「災害支援用リサイクル 

毛布」を自治体へ寄贈 

取組主体 

青山商事株式会社 

従業員数 想定災害 実施地域 

10,889 人 

（連結） 

5,295 人 

（単体） 

2024 年３月 31

日現在 

全般 佐賀県武雄市 

長崎県島原市 

新潟県佐渡市 

ほか 

顧客と共に取り組むエコ活動から生まれた「災害支援用リサイクル毛布（防災毛布）」を、過去に大きな災

害を経験した地方自治体へ寄贈している。 

1 取組の概要 

 

・ビジネスウェアなどの衣料品販売を営む青山商事株式会社は、「持続的な成長をもとに、生活者への小売・サービス

を通じてさらなる社会への貢献を目指す」を経営理念とし、2018年より顧客から回収した不要衣類の一部から「災害

支援用リサイクル毛布（防災毛布）」を作製している。2019年からこれまでに、国内計 11自治体へ総数 2,300枚を

寄贈し、寄贈した毛布は各自治体の備蓄倉庫や避難所となりうる公民館や各支所などで備蓄されている。 

・同社では「過去に大規模な自然災害を経験した地域」「災害発生時に物資が届きにくい離島や遠隔地」「当社店舗を

営業している地域」という３つの基準を設け、この基準に合致する地方自治体へ防災毛布を寄贈している。 

・具体的な事例としては、佐賀県武雄市への寄贈がある。同社の

店舗がある武雄市は、2019 年８月に発生した佐賀豪雨や

2021 年８月に発生した線状降水帯による記録的大雨の影響で

甚大な被害を受けた。これらの過去の豪雨災害を受けて、武雄

市では災害に強いまちづくりが推進され、自主防災活動が積極

的に行われている。同社はその防災対策に少しでも貢献できれ

ばと、2023 年８月・2024 年８月と２年連続で防災毛布を寄

贈した。 

 

2 取組のきっかけと想い 

 

・同社は 1998 年より、顧客と取り組むエコ活動の一環として、着なくなった衣料品を同社店舗「洋服の青山」で回収

しクーポン券と交換する「下取りサービス」を実施している（同社店舗「スーツスクエア」では 2021 年からこの取

組を開始）。 

・回収した衣類は、主に海外でのリユースや、車の断熱材・荷物の緩衝材などへのリサイクルをしていたが、近年の自

然災害の激甚化・頻発化を受け、2018年に「災害支援用リサイクル毛布（防災毛布）」の作製を開始。当初は自社倉

庫での備蓄を想定していたが、災害発生直後は物資が届きにくいという教訓を踏まえ、2019年からは災害が起こる前

の備えとしての備蓄用品（防災毛布）として自治体への寄贈を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

災害支援用リサイクル毛布（防災毛布） 

不要衣類の資源循環 
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3 取組の特徴（差別化した点、地域特性などで工夫した点等） 

 

不要衣類の回収方式を進化させたリサイクリング BOX 

・これまでの「下取りサービス」に加え、2023 年 10 月から「洋服の青山」、「スーツスクエ 

ア」全店に、リサイクリング BOX「WEAR SHiFT」を設置。顧客が気軽にエコ活動に参加でき

る環境を整え、衣類の循環と環境負荷軽減を推進している。 

  

 

 

 

4 取組の効果 

 

災害時の迅速な支援 

・2024 年１月に発生した能登半島地震において、長崎県島原市は被災

地の石川県輪島市へトイレカーを貸与するなどの支援活動を実施し

た。同社は島原市に「災害支援用リサイクル毛布（防災毛布）」を

寄贈していたため、島原市の職員が支援活動の際に同毛布を持ち込

み、被災者支援活動に活用された。 

・また、能登半島地震については、同社グループが日本赤十字社石川

県支部へ義援金 1,000 万円の寄付を行っている。 

周囲の声 

・「地理的に災害危険箇所が多く、長期の避難所生活の環境整備が課題でした。頂いた防災毛布は、その改善に大きく

寄与することが期待されます。誠にありがとうございます」（寄贈先の自治体） 

・「防災対策の強化を図ることができる点は大変心強く、有事の際は市民のために活用していきたい」（寄贈先の自治

体） 

担当者の声 

・近年の気候変動による自然災害の激化に対応するため、多くの自治体が防災対策に力を入れているのを目の当たりにし、当

社がお客様と共に取り組むエコ活動から生まれた「災害支援用リサイクル毛布（防災毛布）」を寄贈する本取組に改めて意

義を感じています。 

・今後も寄贈自治体の拡大に努め、地域防災活動の一助となるよう取り組んでいきたいと考えています。 

問合せ先 動画 サイト URL 

青山商事株式会社 法人番号：1240001029674 

広報部 

電話番号：03-5846-5656 FAX：03-5846-5725 

E-Mail：pr@aoyama-syouji.co.jp URL：https://www.aoyama-syouji.co.jp/ 

― 

 

 

リサイクリング BOX 

島原市への寄贈の実施 
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